
  
 
 
 
 
 
 
 
１ 労働組合と使用者との間に紛争が発生した場合，次の制度を利用できます。(無料) 

 
２ 個々の労働者と使用者との間にトラブルが発生した場合，次の制度を利用できます。

(無料) 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 労働者，使用者のどちらでも相談できます。(無料) 

 
 
 
 

○ 労働争議の調整（集団的労働関係紛争） 
  集団的労働関係紛争を調整する方法として，あっせん，調停，仲裁の３種類があり， 
あっせんが最も多く利用されています。あっせんは，労働組合，使用者のどちらでも申請 
できます。 

 【例】（労働組合）・会社と賃金の改定交渉を行っているが，妥結する見込みがない など  
     （使 用 者）・労働組合が労働協約の見直しに応じない など  
○ 不当労働行為の審査（救済申立て） 
  使用者が労働組合法第７条各号に該当する禁止行為に違反したと思われる場合に，労働 

者又は労働組合は，救済を申し立てることができます。 
 【例】・労働組合を結成しようとしたら，解雇された  
       ・正当な理由なく団体交渉を拒否された など   

○ 個別労働関係紛争のあっせん 
  個々の労働者と使用者との間に労働に関するトラブルが発生し，当事者間で解決を図る 
ことが困難な場合に，その解決のお手伝いをします。労働者，使用者のどちらでも申請で 
きます。 

 【例】（労 働 者）・突然解雇されたが，納得できない  
                  ・雇用された時に示された労働条件が実際と違う など  
     （使 用 者）・やむを得ず配置転換命令を出したが，理由なく拒否された など 

○ 日 時 
 ・ 毎月第４火曜日（原則）                ※ お待たせしないために， 

・ 午後２時３０分～午後５時（受付：午後４時３０分まで）  予約をお勧めします。 
○ 場 所 
 ・ 県庁１５階 労働委員会（鹿児島市鴨池新町１０－１）※ 電話でも相談できます。 

 【例】（労 働 者）・突然解雇されたが，納得できない  
                  ・事前に説明もなく賃金を引き下げられた など  
     （使 用 者）・やむを得ず配置転換命令を出したが，理由なく拒否された など 
 

労働組合の方，労働者（個人）の方，使用者の方へ！ 
 「労働委員会」が，労働に関する紛争・トラブルの解決をお手伝いします。 

「労働委員会」は，公益委員（弁護士，大学教授等），労働者委員（労働組合役員）， 
使用者委員（会社経営者等）の三者で構成する公正・中立な行政機関です。 

 

職場のトラブルで悩んでいませんか？ 

あなたの労働に関するトラブルの解決方法について，知識や経験が豊富な県労働 

 委員会委員【公益委員（弁護士，大学教授等），労働者委員（労働組合役員）， 

使用者委員（会社経営者等）】が相談に応じます。 
 

【問合せ先】鹿児島県労働委員会（県庁１５階） 
 099-286-3953（労働争議の調整，不当労働行為の審査に関すること） 
 099-286-3943（個別労働関係紛争のあっせんに関すること） 
 099-286-3943（県労働委員会委員による相談会に関すること） 

ホームページ    鹿児島県労働委員会   で検索  

労働かごしま　2025年1月号　19



働く人の「こころ」と「からだ」の健康をサポートします！

鹿児島産業保健総合支援センター

労働かごしま　2025年1月号　20

https://kagoshimas.johas.go.jp/

https://kagoshimas.johas.go.jp/


労働かごしま　2025年1月号　21

https://harasu-soudan.mhlw.go.jp/

https://harasu-soudan.mhlw.go.jp/


労働かごしま　2025年1月号　22



労働かごしま　2025年1月号　23



厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

（事業主の方へ）

◆ 支給要件の詳細や助成上限（人数・回数等）については、裏面ご案内のホームページよりご確認ください。
◆ 正社員化コース、障害者正社員化コース、社会保険適用時処遇改善コースは、各支給対象期の取組を講じた場合の合計額です。

LL060425作成 No.11

キャリアアップ助成金のご案内 (令和６年度版)

助 成 内 容 助成額
中小企業の場合 大企業の場合

正

社

員

化

支

援

正社員化コース

有期雇用労働者等を正社員化(※)
した場合（１人当たり）

※ 正規雇用労働者等へ転換または派遣労
働者を正規雇用労働者等として直接雇
用すること。

正規雇用労働者には「多様な正社員
（勤務地限定・職務限定・短時間正社
員）」を含みます。

①有期 → 正規 80万円 60万円

②無期 → 正規 40万円 30万円

※ 派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者で直接雇用する場合に加算

１人当たり28.5万円（大企業も同額）

※ 対象者が母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合に加算

①：１人当たり9.5万円 ②：4.75万円（大企業も同額）

※ 人材開発支援助成金の訓練修了後に正社員化した場合に加算

(自発的職業能力開発訓練または定額制訓練以外の訓練修了後)

①：１人当たり9.5万円 ②：4.75万円（大企業も同額）

(自発的職業能力開発訓練または定額制訓練修了後)

①：１人当たり11万円 ②：５.5万円（大企業も同額）

※ 正社員転換等制度を新たに規定し、当該区分に転換等した場合に加算

１事業所当たり20万円（大企業の場合、15万円）

※ 多様な正社員制度(注)を新たに規定し、当該区分に転換等した場合に

加算（注：勤務地限定・職務限定・短時間正社員いずれか１つ以上）

１事業所当たり40万円（大企業の場合、30万円）

障害者正社員化
コース

障害のある有期雇用労働者等を
正規雇用労働者等に転換した
場合（１人当たり）

※ 正規雇用労働者には「多様な正社員
（勤務地限定・職務限定・短時間正社
員）」を含みます。

① 重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者の場合

有期 → 正規 120万円 90万円

有期 → 無期 60万円 45万円

無期 → 正規 60万円 45万円

② 重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者以外の場合

有期 → 正規 90万円 67.5万円

有期 → 無期 45万円 33万円

無期 → 正規 45万円 33万円

※ 助成額が支給対象期間における対象労働者に対する賃金の額を超える
場合には、当該賃金の総額を上限額として支給します。

処

遇

改

善

支

援

賃金規定等改定
コース

有期雇用 労働者 等の基 本給の
賃金規定等を３％以上増額改定し、
その規定を適用させた場合（1人
当たり）

3％以上5％未満 5万円 3.3万円

5％以上 6.5万円 4.3万円

※ 「職務評価」の手法の活用により増額改定を実施した場合に加算

１事業所当たり20万円（大企業の場合、15万円）

賃金規定等
共通化コース

有期雇用 労働者 等と正規雇用
労働者との共通の賃金規定等を
新たに規定・適用した場合

１事業所当たり 60万円 45万円

賞与・退職金
制度導入コース

有 期 雇 用 労 働 者 等 を 対 象 に
賞与・退職金制度を導入し、
支給または積立を実施した場合

１事業所当たり 40万円 30万円

※ 同時に導入した場合に加算 16.8万円（大企業の場合、12.6万円）

社会保険適用時
処遇改善コース

短時間労働者に以下のいずれかの
取組を行った場合（１人当たり）

①新たに社会保険の被保険者と
なった際に、手当支給・賃上げ・
労働時間延長を行った場合

②労働時間を延長して新たに社会
保険の被保険者とした場合

手当等支給
メニュー

50万円 37.5万円

併用メニュー 50万円 37.5万円

労働時間延長
メニュー

30万円 22.5万円

｢キャリアアップ助成金｣は、有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者（以下「有期雇用労働者等」
といいます。）といった、非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップを促進するため、正社員化、
処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成する制度です。

※ 短時間労働者労働時間延長コースは令和６年３月31日を以て廃止し、当該日に行った取組まで助成を受けられます。



◆ 詳しくは、最寄りの都道府県労働局またはハローワークにお問い合わせください。

◆ パンフレット、申請様式、Q&Aは厚生労働省ホームページに掲載しています。

キャリアアップ助成金 検 索

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html

＜事業主＞ ＜労働局･ハローワーク＞

｢キャリアアップ助成金｣の活用に当たっては、

各コースの実施日の前日までに「キャリアアップ計画」の提出が必要です。

キャリアアップ計画

の作成支援・認定

就業規則等の

改定方法の相談等

支給審査

支給決定

キャリアアップ助成金の申請までの流れ

キャリアアップ計画の作成・提出※

支給申請
（取組後６か月の賃金を支払った日の翌日から起算して２か月以内）

正社員化支援
に関するコース

就業規則等の改定
（転換規定がない場合等）

就業規則等に基づく
正社員化

正社員化後６か月分の
賃金の支払い

（正社員化前6か月と比較して
３％以上賃金の増額が必要）

処遇改善支援
に関するコース

取組の実施
（就業規則の改定等）

取組後６か月分の
賃金の支払い

※ 計画の提出（支給申請）は、窓口への持参、郵送、電子申請によって行うことができます。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html


 
 
 
 
 

事業・業務 2024 年 4 月 1 日から 

 

建設事業 

 災害の復旧・復興の事業を除き、上限規制がすべて適用されます。 

 災害の復旧・復興の事業に関しては、時間外労働と休日労働の合計について、 

✓月 100 時間未満 

✓2～6 か月平均 80時間以内 

とする規制は適用されません。 

 

 

自動車運転の業務 

 特別条項付き 36協定を締結する場合の年間の時間外労働の 

上限が年 960 時間となります。 

 時間外労働と休日労働の合計について、 

✓月 100 時間未満 

✓2～6 か月平均 80時間以内 

とする規制は適用されません。 

 時間外労働が月 45 時間を超えることができるのは年 6 か月までとする規制

は適用されません。 

 

 

 

 

医師 

 特別条項付き 36協定を締結する場合の年間の時間外・休日労働 

の上限が最大 1,860 時間となります。 

 時間外労働と休日労働の合計について、 

✓2～6 か月平均 80時間以内 

とする規制は適用されません。 

 時間外労働が月 45 時間を超えることができるのは 

年 6 か月までとする規制は適用されません。 

 医療法等に追加的健康確保措置に関する定めがあります。 

※医業に従事する医師の一般的な上限時間（休日労働含む）は年 960 時間/月

100 時間未満（例外的につき 100 時間未満の上限が適用されない場合がありま

す）。 

地域医療確保暫定特例水準（B・連携 B水準）又は集中的技能向上水準（C水準）

の対象の医師の上限時間（休日労働含む）は年 1,860 時間/月 100 時間未満（例

外的につき 100 時間未満の上限が適用されない場合があります）。 

 

鹿児島県及び沖縄県

における砂糖製造業 

 

上限規制がすべて適用されます。 

  新技術・新商品等の研究開発業務については、上限規制の適用が除外されています。 

なお、今回の法改正によって労働安全衛生法が改正され、新技術・新商品等の研究開発業務については、 

１週間当たり 40時間を超えて労働した時間が月 100 時間を超えた労働者に対しては、医師の面接指導が 

罰則付きで義務付けられました。事業者は、面接指導を行った医師の意見を勘案し、必要があるときには 

就業場所の変更や職務内容の変更、有給休暇の付与などの措置を講じなければなりません。 

 

        

                 鹿児島労働局労働基準部監督課          ０９９-２２３-８２７７ 

         労働基準監督署（労働時間相談・支援コーナー） 

            鹿児島０９９-２１４-９１７５       川内０９９６-２２-３２２５ 

            鹿屋０９９４-４３-３３８５        加治木０９９５-６３-２０３５ 

            名瀬０９９７-５２-０５７４ 

                鹿児島働き方改革推進支援センター           ０１２０-２２１-２５５ 

２０２４年４月１日から 

自動車運転の業務、建設事業、医師、鹿児島県における砂糖製造業も 

上限規制が適用されています 

[問い合わせ先] 

労働かごしま　2025年1月号　26
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労働かごしま　2025年1月号　30



事業主の皆さまへ（１～４、６～11は全企業が対象）

育児・介護休業法 改正ポイントのご案内
令 和 ７ （ 2 0 2 5 ） 年 ４ 月 １ 日 か ら 段 階 的 に 施 行

※ 取得可能日数は、現行日数（１年間に５日、子が２人以上の場合は10日）から変更ありません。

※ 短時間勤務制度を講ずることが困難と認められる具体的な業務があり、その業務に従事する労働者がいる
場合にのみ、労使協定を締結し除外規定を設けた上で、代替措置を講ずることとなります。

子の看護休暇の見直し

改正内容 施行前 施行後

対象となる子の
範囲の拡大

小学校就学の始期に達するまで 小学校３年生修了まで

取得事由の拡大
（③④を追加）

①病気・けが
②予防接種・健康診断

①病気・けが
②予防接種・健康診断

③感染症に伴う学級閉鎖等
④入園（入学）式、卒園式

労使協定による継続
雇用期間６か月未満
除外規定の廃止

＜除外できる労働者＞
①週の所定労働日数が２日以下
②継続雇用期間６か月未満

＜除外できる労働者＞
①週の所定労働日数が２日以下

※②を撤廃

名称変更 子の看護休暇 子の看護等休暇

改正内容 施行前 施行後

請求可能となる労働者
の範囲の拡大

３歳未満の子を養育する労働者 小学校就学前の子を養育する労働者

改正内容 施行前 施行後

代替措置（※）の
メニューを追加

＜代替措置＞
①育児休業に関する制度に準ずる措置
②始業時刻の変更等

＜代替措置＞
①育児休業に関する制度に準ずる措置
②始業時刻の変更等

③テレワーク

義務 就業規則等の見直し

男女とも仕事と育児・介護を両立できるように、育児期の柔軟な働き方を実現するための措置の拡充や

介護離職防止のための雇用環境整備、個別周知・意向確認の義務化などの改正を行いました。

➊～❾ 令和７（２０２５）年４月１日から施行

1

所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大 義務 就業規則等の見直し2

短時間勤務制度(3歳未満)の代替措置にテレワーク追加3
選択する場合は

就業規則等の見直し

1

両立支援に取り組む事業主への助成金 【両立支援等助成金】

職業生活と家庭生活が両立できる「職場環境づくり」のために、仕事と育児・介護の両立支援に取り組む

事業主に対して、両立支援等助成金を支給しています。（令和７年度は助成内容が変更になる予定です）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html労働かごしま　2025年1月号　31

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html


育児休業取得状況の公表義務適用拡大5

2

・公表内容は、男性の「育児休業等の取得率」または「育児休業等と育児目的休暇の取得率」です。

・年１回、公表前事業年度の終了後おおむね３か月以内に、インターネットなど、 一般の方が閲覧できる

方法で公表してください。

・より具体的な公表内容や算出方法はこちらをご確認ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533_00006.html

介護休業や介護両立支援制度等（※）の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下の

①～④いずれかの措置を講じなければなりません。

① 介護休業・介護両立支援制度等に関する研修の実施

② 介護休業・介護両立支援制度等に関する相談体制の整備（相談窓口設置）

③ 自社の労働者の介護休業取得・介護両立支援制度等の利用の事例の収集・提供

④ 自社の労働者へ介護休業・介護両立支援制度等の利用促進に関する方針の周知

＊①～④のうち複数の措置を講じること

※ⅰ介護休暇に関する制度、ⅱ所定外労働の制限に関する制度、ⅲ 時間外労働の制限に関する制度、

ⅳ 深夜業の制限に関する制度、ⅴ介護のための所定労働時間の短縮等の措置

３歳未満の子を養育する労働者がテレワークを選択できるように措置を講ずることが、事業主に努力

義務化されます。

望ましい

両立支援のひろば（厚生労働省運営のウェブサイト）

男性の育児休業等の取得率等の公表にあたっては、「両立支援のひろば」を

利用することをおすすめします。仕事と育児・介護の両立支援に取り組む企業の

事例検索や自社の両立支援の取り組み状況の診断等を行うことができます。

https://ryouritsu.mhlw.go.jp/

改正内容 施行前 施行後

公表義務の対象となる企業の拡大 従業員数1,000人超の企業 従業員数300人超の企業

改正内容 施行前 施行後

労使協定による継続雇用期間
６か月未満除外規定の廃止

＜除外できる労働者＞
①週の所定労働日数が２日以下
②継続雇用期間６か月未満

＜除外できる労働者＞
①週の所定労働日数が２日以下

※②を撤廃

義務

育児のためのテレワーク導入4 努力義務 就業規則等の見直し

介護休暇を取得できる労働者の要件緩和6
労使協定を締結している場合は

就業規則等の見直し

介護離職防止のための雇用環境整備7 義務
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介護に直面した旨の申出をした労働者に対して、事業主は介護休業制度等に関する以下の事項の周知と

介護休業の取得・介護両立支援制度等の利用の意向の確認を、個別に行わなければなりません。

※ 取得・利用を控えさせるような個別周知と意向確認は認められません。

周 知 事 項

①介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）

②介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）

③介護休業給付金に関すること

個別周知・意向確認

の方法

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

労働者が介護に直面する前の早い段階で、介護休業や介護両立支援制度等の理解と関心を深めるため、

事業主は介護休業制度等に関する以下の事項について情報提供しなければなりません。

情報提供期間
① 労働者が40歳に達する日（誕生日前日）の属する年度（１年間）

② 労働者が40歳に達した日の翌日（誕生日）から１年間 のいずれか

情報提供事項

① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）

② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）

③ 介護休業給付金に関すること

情報提供の方法
①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

（１）介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認

（２）介護に直面する前の早い段階(40歳等)での情報提供

要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択できるように措置を講ずることが、

事業主に努力義務化されます。

注：①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ

注：①はオンライン面談も可能

望ましい

＊情報提供に当たっては、「介護休業制度」は、介護の体制を構築するため一定期間休業する場合に

対応するものなど、各種制度の趣旨・目的を踏まえて行うこと

＊情報提供の際に、併せて介護保険制度について周知すること

介護離職防止のための雇用環境整備、個別周知・意向確認、情報提供の例

以下の資料をご用意しています。社内用にアレンジする等してご活用ください。

①個別周知・意向確認、情報提供、事例紹介、制度・方針周知ポスター例

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533.html

②介護保険制度について（40歳の方向けリーフレット）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10548.html

両立支援について専門家に相談したい方へ【中小企業育児・介護休業等推進支援事業】

https://ikuji-kaigo.mhlw.go.jp/

制度整備や育児・介護休業を取得する社員のサポート、仕事と育児・介護の両立を実現する

体制作り等でお悩みの企業に、社会保険労務士等の専門家が無料でアドバイスします。

① ②

望ましい

介護離職防止のための個別の周知・意向確認等8 義務

介護のためのテレワーク導入9 努力義務 就業規則等の見直し
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３歳に満たない子を養育する労働者に対して、子が３歳になるまでの適切な時期に、事業主は柔軟な働き

方を実現するための措置として（１）で選択した制度（対象措置）に関する以下の事項の周知と制度利用の

意向の確認を、個別に行わなければなりません。

※ 利用を控えさせるような個別周知と意向確認は認められません。

（２）柔軟な働き方を実現するための措置の個別の周知・意向確認

周知時期 労働者の子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間
(１歳11か月に達した日の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日まで)

周知事項

① 事業主が（１）で選択した対象措置（２つ以上）の内容

② 対象措置の申出先（例：人事部など）

③ 所定外労働（残業免除）・時間外労働・深夜業の制限に関する制度

個別周知・意向確認

の方法

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

注：①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ

個別周知・意向確認の際に用いる「様式」例

社内用にアレンジしてご活用いただけます。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533.html

（１)育児期の柔軟な働き方を実現するための措置

＊家庭や仕事の状況が変化する場合があることを踏まえ、労働者が選択した制度が適切であるか

確認すること等を目的として、上記の時期以外（育児休業後の復帰時、短時間勤務や対象措置の

利用期間中など）にも定期的に面談を行うこと

（各選択肢の詳細）

① 始業時刻等の変更：次のいずれかの措置（一日の所定労働時間を変更しない）

・フレックスタイム制

・始業または終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げる制度（時差出勤の制度）

② テレワーク等：一日の所定労働時間を変更せず、月に10日以上利用できるもの

③ 保育施設の設置運営等：保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与をするもの（ベビーシッターの手配

および費用負担など）

④ 養育両立支援休暇の付与：一日の所定労働時間を変更せず、年に10日以上取得できるもの

⑤ 短時間勤務制度：一日の所定労働時間を原則６時間とする措置を含むもの

• 事業主は、３歳から小学校就学前の子を養育する労働者に関して、以下５つの選択して講ずべき

措置の中から、２つ以上の措置を選択して講ずる必要があります。

• 労働者は、事業主が講じた措置の中から１つを選択して利用することができます。

• 事業主が講ずる措置を選択する際、過半数組合等からの意見聴取の機会を設ける必要があります。

① 始業時刻等の変更

② テレワーク等（10日以上/月）

③ 保育施設の設置運営等

④ 就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇

（養育両立支援休暇）の付与（10日以上/年）

⑤ 短時間勤務制度

フルタイムでの柔軟な働き方

令和７（2025）年10月１日から施行

10

望ましい

選択して講ずべき措置

注：②と④は、原則時間単位で取得可とする必要があります

柔軟な働き方を実現するための措置等 義務 就業規則等の見直し10

10 11
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「育児休業制度」の個別周知・意向確認

意向聴取の時期

① 労働者が本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出たとき

② 労働者の子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間

（１歳11か月に達した日の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日まで）

聴取内容

① 勤務時間帯（始業および終業の時刻）

② 勤務地（就業の場所）

③ 両立支援制度等の利用期間

④ 仕事と育児の両立に資する就業の条件（業務量、労働条件の見直し等）

意向聴取の方法
①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

注：①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ

＊子に障害がある場合等で希望するときは、 短時間勤務制度や子の看護等休暇等の利用可能期間を延長
すること

＊ひとり親家庭の場合で希望するときは、子の看護等休暇等の付与日数に配慮すること

＊意向聴取の時期は、①、②のほか、「育児休業後の復帰時」や「労働者から申出があった際」等にも

実施すること

＜改正後の個別周知等の義務＞

（１） 妊娠・出産等の申出時と子が３歳になる前の個別の意向聴取

事業主は、労働者が本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た時と、労働者の子が３歳になる

までの適切な時期に、子や各家庭の事情に応じた仕事と育児の両立に関する以下の事項について、

労働者の意向を個別に聴取しなければなりません。

（２）聴取した労働者の意向についての配慮

・勤務時間帯、勤務地にかかる配置

・業務量の調整

・両立支援制度等の利用期間等の見直し

・労働条件の見直し 等

事業主は、（１）により聴取した労働者の仕事と育児の両立に関する意向について、自社の状況に応じて

配慮しなければなりません。

出生 ３歳 就学

労働者からの
妊娠・出産等の申出時

「柔軟な働き方を実現するための
措置」の個別周知・意向確認

▶ (２)参照

３歳になるまでの
適切な時期

：現行の措置義務

：見直し

個別の意向聴取と配慮

▶ (１)、(２)参照

個別の意向聴取と配慮

▶ (１)、(２)参照

望ましい

具体的な配慮の例

望ましい

仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮 義務11

5

11 11

10

１歳11か月 ２歳11か月
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：現行の努力義務

：見直し

：現行の権利・措置義務

※始業時刻の変更等：フレックスタイム制、時差出勤、保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与

育児休業、又はそれに準ずる措置

出生 １歳 ３歳 就学２歳

【短時間勤務制度】

◎ 1日６時間とする措置

（※）様々なニーズに対応するため、 1日６時間を

必置とした上で、他の勤務時間も併せて設定す

ることが望ましい

◎ 労使協定により、短時間勤務が困難な業務に従

事する労働者を適用除外とする場合の代替措置

・育児休業に関する制度に準じる措置

・始業時刻の変更等（※）

所定外労働の制限（残業免除）

時間外労働の制限（残業制限）（24時間/月、150時間/年を超える時間外労働を禁止）、深夜業の制限

所定外労働の制限（残業免除）の延長

【子の看護休暇】
就学以降に

延長

（小学校３年生
修了まで）

取得事由の拡大（感染症に伴う学級閉鎖等、入園(入学)式および卒園式を追加）、

「子の看護等休暇」に名称変更、継続雇用期間６か月未満の労働者の労使協定除外の仕組みの廃止

育児目的休暇 育児目的休暇

始業時刻の変更等（※）
【柔軟な働き方を実現するための措置】

◎ 事業主は、

・始業時刻等の変更

・テレワーク等(10日以上/月)

・保育施設の設置運営等

・養育両立支援休暇の付与

(10日以上/年)

・短時間勤務制度

の中から２つ以上の措置を選択して講ずる義務

労働者はその中から１つ選べる

注：テレワーク等と養育両立支援休暇は、原則時間単位で取得可

◎ ３歳になるまでの適切な時期に面談等により、制度の

個別周知・意向確認の措置

フルタイムでの

柔軟な働き方

育児休業

＜改正後の仕事と育児の両立イメージ＞

テレワークを追加

テレワーク（努力義務）

出生時育児休業（産後パパ育休）

6

育児・介護休業法に関するお問い合わせは、鹿児島労働局雇用環境・均等室へ

電話:099-223-8239 受付時間 ８時３０分～１７時１５分（土日・祝日・年末年始を除く）
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